
Ⅰ　はじめに

2018年3月30日に企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（以下

「ASBJ収益認識基準」という。）が公表され，それに伴い企業会計基準適用

指針第30号「収益認識に関する会計基準の適用指針」等が公表された。本論

文ではその意義及び課題について検討する。

１．資産評価と収益認識

従来，収益の認識要件は，財の移転または役務の提供の完了と，それに対

する対価の成立の二要件からなる実現基準であると考えられてきた。実現基

準は資産の原価評価と表裏一体の関係にあり，取得原価主義会計を形成する

上で不可欠のものであった。ペイトン・リトルトンにおいては，資産を原価

評価すると同時に，経営者の努力の結果である収益に対して，費用収益対応

により原価評価された資産を期間配分して利益を決定してきた。利益決定過

程において原価配分と資産の原価評価が結び付いてきたのである１）。ペイト

ン・リトルトンは同じ入帳価額であっても再調達原価を否定し，原価の持つ

意味を過去の取引価格という事実に求め，同時に取引に関する信頼性のある

客観的な証拠に支えられた検証可能性も付随している原価に着目し，原価即

事実説を採ってきたと思われる。すなわち資産を原価評価し，資産を『未決

項目』として位置付けていた２）。

１） 新井清光（1978） P344-348
２） 藤井秀樹（2004） P34-P35
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２．収益費用アプローチから資産負債アプローチへ

しかしながら，1950年代以降クリーピング・インフレなど企業を取り巻く

環境も変わり，企業の利益は販売時点だけでなく，企業の全活動から生じる

ものであり収益の実現基準を否定する議論が登場した。そこでは資産の本質

を用役可能性と捉えている。用役可能性とは将来の経済的便益であり，資産

の測定値は将来キャッシュ・フローの現在価値とされた。利益は，資産とマ

イナスの用役可能性である負債との差額である持分の増加額として考えられ

た。すなわち収益費用アプローチから資産負債アプローチへの転換である。

更に，ASOBATで強調された「経済的意思決定を行う上で有用な情報を

提供する」という意思決定アプローチでは，原価情報と時価情報の多元的評

価を導入し，投資家を会計情報の第一義的利用者として位置づけた。製造・

販売中心の経済から金融経済の拡大といった経済環境の変化も相まって，意

思決定アプローチによる情報の有用性を最優先する考えは，投資家にとって

情報が有用であれば資産の評価は複数でもよくなり，企業経営者よりも資金

提供者を重視することとなった。資産の原価評価が持つ矛盾を解決するため

に，資産を用役可能性とすることにより企業の「経済的実態」を財務諸表に

表示しようとする試みがなされ３），金融資産の一部に関しては時価評価を導

入し，収益の実現基準の否定が議論された。

ただし，資産負債アプローチは多様であり，資産負債アプローチを財務構

成要素の定義だけに作用する考え方と，財務構成要素の測定にまで結び付け

る考え方がある４）。当初は定義にのみに作用する狭義説であったが，測定ま

で結び付ける広義説がIASBやFASBで採られるようになった。広義説では

３） 藤井秀樹（2004）「ここで看過されてはならないのは，かかる実態表示思考そのもの
に，じつは，同試案（1962年会計原則試案；引用者）に固有の新たな問題点が胚胎し
ていたということである。それを端的にいえば，規範的な資本概念の欠如である。（中
略；引用者）財務諸表の有機的連携のもとでの利益測定に欠くことの出来ない要素で
ある資本を，資産と負債の差額［残余財産請求権］としか定義できないという，会計
測定にとっては致命的ともいえる欠陥を，1962年会計原則資産は新たに生み出すこと
になったのである。この欠陥は，FASBやIASB等の概念フレームワークにも基本的に
はそのまま継承されている。」P37

４） 藤井秀樹（2014），157頁
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資産負債アプローチは公正価値会計と，収益費用アプローチは歴史的原価会

計と結びつけられて論じられてきた。

３．「ASBJ収益認識基準」（企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」）

2014年には政府の方針によりIFRS任意適用企業の拡大促進がなされた５）。

従来からある日本基準とIFRSが併存し，ある意味で会計基準間の競争が促

されているわけであり，そのようななかで，「ASBJ収益認識基準」が公表さ

れた。本論文では「『収益認識に関する会計基準』等の公表」の別紙３にあ

るように，「ASBJ収益認識基準」はFASBとIASBの共同プロジェクトとし

て2014年5月に公表されたIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を基

礎としたものであるから，IFRS第15号の基本的考え方を確認し，「ASBJ収

益認識基準」の意義と課題を検討する。なお，紙幅の関係で一部は別稿に譲

る。始めに，「ASBJ収益認識基準」及びIFRS第15号導入に至る経緯，工事

進行基準を通じて当初取引価格アプローチと現在出口価格アプローチの対比

を確認し，支配概念を検討する。それを踏まえて「ASBJ収益認識基準」に

新たに導入された原価回収基準，導入されなかった契約コスト，触れられな

かった投資のリスクからの解放を考察していく。

なお，「ASBJ収益認識基準」では第3項において下記のものが収益認識基

準の適用範囲から除外されている。①金融商品会計基準の範囲に含まれる金

融商品に係る取引，②リース会計基準の範囲に含まれるリース取引，③保険

法（平成20年法律第56号）における定義を満たす保険契約，④顧客又は潜在

的な顧客への販売を容易にするために行われる同業他社との商品又は製品の

交換取引，⑤金融商品の組成又は取得に際して受け取る手数料，⑥「特別目

的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指

針」の対象となる不動産（不動産信託受益権を含む）の譲渡である。

５） 「日本再興戦略改訂2014─未来への挑戦─」2014年6月，78頁
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Ⅱ　IAS第18号及び第11号からIFRS第15号に至る経緯

１．IAS第18号及び第11号

IFRS第15号以前の収益認識基準はIAS第18号「収益」等であったが，

IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」の公表に伴いIAS第18号等６）

は廃止された。

IAS第18号では，「収益とは，持分参加者からの拠出に関連するもの以外

で，持分の増加をもたらす一定期間内の企業の通常の活動過程で生じる経済

的便益の総流入をいう」としていた７）。IAS第18号では，収益が生じる取引

を，物品の販売，役務の提供，利息・ロイヤリティ及び配当など企業資産の

第三者による利用を三区分し８），クリティカル・イベント・アプローチ及び

増価アプローチが採られていた。財の販売もしくは役務の提供から発生した
６） 2014 年 5 月に IAS 第 11 号「工事契約」，IFRIC 第 13 号「カスタマー・ロイヤリティ・

プログラム」，IFRIC 第 15 号「不動産の建設に関する契約」，IFRIC 第 18 号「顧客か
らの資産の移転」，SIC 第 31 号「収益　宣伝サービスを伴うバーター取引」も廃止された。
IFRS No.15（2014）, Appendix, C10

７） IAS No.18（2004）, par.7
８） 物品の販売からの収益は，次のすべての要件を満たした時に収益を認識するものとさ

れている（IAS No.18（2004）, par.14）。（a）物品の所有に伴う重要なリスクおよび経
済価値が買い手に移転していること。（b）販売された物品に対して，所有と通常結び
付けられる程度の継続的な管理上の関与も実質的な支配も企業が保持していないこと。

（c）収益の額を信頼性をもって測定できること。（d）その取引に関連する経済的便益
が企業に流入する可能性が高いこと。（e）その取引に関連して発生した又は発生する
原価を信頼性をもって測定できること。

 　役務の提供については，取引の成果を信頼性をもって見積ることができる場合には，
その取引に関する収益は，報告期間の末日現在のその取引の進捗度に応じて認識しな
ければならない（IAS No.18（2004）,par.20）。（a）収益の額を信頼性をもって測定でき
ること，（b）その取引に関する経済的便益が企業に流入可能性が高いこと，（c）当該
取引の進捗度を報告期間の末日において信頼性をもって測定できること，（d）その取
引に関連して発生した原価及び取引の完了に要する原価を，信頼性をもって測定でき
ること。

 　利息，ロイヤルティ及び配当を生む企業資産を第三者が利用することにより生ずる
収益は，次の場合に，第30項に示された基準で認識しなければならない。（a）取引に
関連する経済的便益が企業に流入する可能性が高く，かつ（b）収益の額を，信頼性を
もって測定できるとき，収益は次の基準で認識しなければならない。（a）利息は，IAS
第39号第9項及びAG5項からAG9項に示されている実効金利法により認識しなければな
らない。（b）ロイヤルティは，関連する契約の実質に従って発生主義で認識しなけれ
ばならない。（c）配当は，支払を受ける株主の権利が確定しているときに認識しなけ
ればならない（IAS No.18, par.29,30）。
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収益の認識については，営業循環過程で最も重要な意思決定が行われたか，

または最も重要な活動が実施された時点で収益が稼得されるという考え方で

ある。重要な行為（クリティカル・イベント）とは生産完了時，販売時，商

品の引渡し時，現金回収時等である。一方，利息，賃貸料，ロイヤリティ等

では，生産の過程を通じて収益を認識する増価アプローチが採用されてい

た。

２．IAS第18号及び第11号の問題点

IASBは，収益は資産及び負債の変動に依拠しているのであるから収益認

識原則の焦点を資産及び負債の変動に当てて９），企業が顧客との契約から生

じる資産および負債の変動を基に収益を認識することを目指した。IAS第18

号の収益認識規定が発生主義の概念を適用することにより繰延収益のような

概念フレームワーク上の資産または負債の定義に合致しない項目が貸借対照

表上に認識されること等を批判し，IASBとFASBは2002年に収益認識に関

する共同プロジェクトに着手した。

すなわち，2008年に公表されたディスカッション・ペーパーによると，米

国会計基準の問題として「稼得過程を一貫性なく定義した膨大な数の基準」

が多くの産業固有のものがあっても隙間があるとされ，収益認識のガイダン

スが必要であるとされた。稼得過程アプローチでは企業の契約上の権利及び

義務が財務諸表上に正しく表示されないこともある。収益の定義が資産及び

負債の変動に依拠しているにもかかわらず，稼得過程アプローチは契約期間

にわたって資産及び負債がどのように生じ変化していくかについてほとんど

考慮していない。したがって，特定の資産又は負債の変動に焦点を当てるこ

とによって稼得過程アプローチを改善できると考えることもできる，とし

ている10）。また，IFRSにおける財の販売の収益認識が財の所有に係わるリ

スクと経済価値が顧客に移転した時点に依拠している点が批判され，財の支

９） IASB（2008）, par.1.19, ASBJ訳24頁
10） IASB（2008）, par.1.3-1.8, ASBJ訳20-21頁
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配を基礎とするIASBの資産との定義との矛盾が問題となった11）。また，財

の販売に係わるIAS第18号では財に関する支配及びその所有に係わるリスク

と経済価値が顧客に移転する時点で収益を認識するのに対して，IAS第11号

（特定の要件を満たした工事契約に適用）では顧客が建設中のものに支配も

所有に係わるリスクと経済価値も有していなくても契約を完了させるために

必要な活動が行われるにつれて収益を認識すべきであるとして，IAS第18号

とIAS第11号の間の矛盾が指摘されている12）。財の販売に関する収益認識は

支配及びリスクと経済価値の移転時点であるが，工事契約における収益認識

は支配及びリスクと経済価値が移転していなくても活動につれて行われてお

り，大きく異なると指摘されたのである。

更に，FASB及びIASBは一貫して適用可能な認識原則を用いた単一の収

益認識モデルを目指すに当たり，FASBにおける資産及び負債からの収益の

定義とIASBにおける持分の増加からの収益の定義により，収益認識原則の

焦点を資産及び負債の変動に当てている。その際，稼得過程アプローチを放

棄するのではなく，規律をもたらし，企業が収益をより整合的に認識できる

と考えている。稼得過程が何であり，いつ完了するのかの現在の合意より

も，資産・負債の増減のほうが合意を得やすいと考え，判断が明確になると

考えている13）。

11） 山田辰巳（2019）124頁「例えば，企業が製品を顧客に販売し，その後当該製品の配
送を行うケースにおいて，リスク経済価値アプローチのもとでは，配送サービスの提
供が完了した後に初めて製品及び配送サービスに係る重要なリスクと経済価値が移転
すると判断し，結果的に契約全体を単一の履行義務として収益認識が行われる可能性
があります。しかし，支配アプローチのもとでは，契約の中に含まれるそれぞれの履
行義務に関して，別個に移転を判定することになります。例えば，製品を配送業者に
引き渡した時点で，製品の所有権と危険負担が顧客に移転するという契約条件であれ
ば，製品の支配は配送サービスの提供によらず，顧客に移転すると判断される可能性
が高くなり，その場合，製品の販売と配送サービスの提供は別の履行義務として，そ
の移転に伴う収益が認識されます。このように支配アプローチは，リスク経済価値ア
プローチと比べて，契約を履行義務に分解するという考え方と親和性があるアプロー
チといえます。」

12） IASB （2008）, par.1.10-1.16, ASBJ訳22-23頁
13） IASB （2008）, par.1.18-1.19, ASBJ訳23-24頁
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３．IFRS第15号の特徴

IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」は，契約を各履行義務に分

解し，資産・負債の増減で収益を把握することを大きな特徴とし，ひとつの

モデルですべての取引形態に対応しようとしている。その中心原則は，収益

は財およびサービスの顧客への移転パターンを描写しなければならない，と

いうことである。また，認識される金額は，当該財およびサービスと交換に

企業が権利を得ると見込まれる金額を反映しなければならない。それに基づ

き，より規範的アプローチによる五段階モデルを採用している。先ず収益の

認識単位として，①顧客との契約を識別する，②契約における履行義務を識

別する，次に収益の測定として，③取引価格を算定する，④取引価格を契約

における履行義務に配分する，最後に収益の認識時点として，⑤企業が履

行義務の充足時に又は充足するにつれて収益を認識する，である14）。すなわ

ち，履行義務とは顧客との契約によって財又はサービスを移転する約束をい

い，顧客がその支配を獲得した時に履行義務は充足されるのである。

Ⅲ　�資産及び負債の変動に基づく収益認識モデルをめぐる議論15）─履行義

務の測定

１．工事進行基準を巡る問題

上記共同プロジェクトにおいて，資産及び負債の変動に基づく収益認識モ

デルを適用するにあたり，企業は契約から生じる個別の負債（履行義務）を

認識できることが求められている。履行義務とは，顧客が企業に対して有す

る法的強制力のある義務であり，当該義務の下では企業は商品，役務，その
14） IFRS No.15（2014）, IN7
15） 高寺貞男（2004年）は耐久消費財保証付き販売の仮設事例において，実現稼得過程ア

プローチでは第三者保証では収益認識が4,000ドル，自己保証では収益認識が3,000ドル
と異なるのに対して，資産負債アプローチでは第三者保証でも自己保証でも3,700ドル
であると指摘している。

  〔図表〕収益認識の装置　高寺貞男（2004年）8頁
保証事例 実現稼得過程アプローチ 資産負債アプローチ

第三者保証 4,000ドル 3,700ドル
自己保証 3,000ドル 3,700ドル
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他権利を提供する義務を負っている。いわば契約を履行義務単位で分解して

いくことが議論された。

上記共同プロジェクトでは現在出口価格アプローチ16）：the Current Exit 

Price Approach（2006年時は公正価値アプローチ：Fair Value Approach，

2007年時は［直接］測定モデル：Measurement Model）と当初取引価格ア

プ ロ ー チ17）：the Original Transaction Price Approach（2007年 時 は［対

価］配分モデル：Allocation Model，2008年時は顧客対価モデルCustomer 

Consideration Model）が検討された。いずれのモデルにおいても，基本的

には収益は企業が履行義務を果たすことから生じる契約に基づく負債の減

少，または資産の増加と定義された。

ここでは現在出口価格アプローチと当初取引価格アプローチを対比するに

 　設例では，小売業者が製造業者からTVセットを250ドルで仕入れ，300ドルで販売
した際に製造業者の1年保証に加えて2年間の延長保証付きで販売し，返金不能な100ド
ルの延長保証金を賦課した。小売業はTVセットを10台販売したが，小売業者は自己保
証として延長保証を行うこともできるし，保証履行債務を第三者の代行者に委託料を
支払って引き受けさせることもできるとしている。過去の経験から10台中1台が延長保
証契約中に製品の修繕または取替えを行い，それに要した費用は140ドルであった。一
方，第三者である保証業務代行者は公正な市場価格により1契約当たり30ドルで保証業
務を引き受けていた。自己保証の場合に，1989年にSECの承認を得た部分認識法によ
り，収益として3,000ドル（=@300×10）を販売日に収益認識し，売上原価2,500ドルを
認識し，販売日に500ドルの利益を計上することになる。保証期間に1,000ドル（@100
×10）の収益を繰延べ，修繕・取替費用が予想どおり140ドルであったとすると，保証
期間に860ドルの利益を得る。保証業務活動は付随業務ではなく，利益稼得過程が製品
と保証業務活動からなるからである。一方，第三者である保証業務代行者の場合には，
販売日に4,000ドル（=@（300+100）×10）の収益を認識し，売上原価2,500ドルと外部
の保証業務代行者への支払い300ドル（=@30×10）を費用として認識し，利益1,200ド
ルを販売日に計上する。このように，歴史的原価会計に内蔵されている実現稼得過程
アプロ─チでは，自己保証では部分認識法により収益が3,000ドル，第三者保証では収
益が4,000ドルとなる。

 　それに対して，公正価値会計に内蔵されている資産負債アプローチでは期末の資産
と負債の公正価値の差で収益を測定する。販売日に現金4,000ドルと交換に，第三者と
公正な価格で評価された300ドルの保証履行義務を負うため，自己保証の場合でも第三
者保証の場合でも3,700ドル（=4,000－300）を収益として認識し，売上原価2,500ドルを
認識することで，利益1,200ドルを計上することになる。

 　これに関連して醍醐聰は見解を述べている（醍醐（2008））。
16） IASB （2008）, par.5.14-24, ASBJ訳 57頁
17） IASB （2008）, par.5.25-36, ASBJ訳 57頁
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当たり，議論となった工事進行基準を中心に検討する。それは契約時点と財

サービスの引渡し及び対価受取り時点との間に期を跨ぐ場合，すなわち一定

期間にわたり履行義務が充足される場合で様々な議論がなされたからであ

る。日本では以前は完成基準が原則であり工事進行基準を例外扱いしてきた

ものの，国際会計基準に合わせて，2007年に企業会計基準第15号「工事契約

に関する会計基準」（以下「工事契約会計基準」という。）が導入され，成果

が確実視される場合には工事進行基準を適用することとした。

IFRS第15号では契約上の権利すなわち代金請求権から工事を完成させる

履行義務を差し引いた正味のもの，すなわち契約資産（負のときは契約負

債）を導入し，契約資産の増加または契約負債の減少を収益として認識する

ことにし，履行義務の測定は取引価格の期間配分とすることとなった。契約

上の権利は履行義務の遂行による代金請求権の回収だけでなく金利や信用を

含めた公正価値で測定され，一方，工事完成履行義務の公正価値は未だ履行

されていない工事を他社に移転したと仮定したときの公正価値で測定され

る。後者は実際に取引を行なったわけではないが，市場が存在すると仮定し

た場合の市場価格である。市場価格であれば経営者の恣意性が排除でき，契

約上の権利と工事完成履行義務における公正価値の変動による収益の決定

は，観察可能であれば合意が得やすいと考えられた。

IFRS第15号の開発過程において公正価値の測定について現在出口価格ア

プローチと当初取引価格アプローチが検討された。契約上の権利である代金

請求権の現在出口価格は売却した際に受け取る現金であり，契約上の履行義

務の現在出口価格は独立した第三者に履行義務を移転したと仮定した場合に

支払う金額であり，測定日における市場価格を反映したものである。しかし

ながら，この現在出口価格の測定は観察可能性及び検証可能性に問題があ

り，IFRS第15号は当該企業と顧客が約束した対価によって履行義務を測定

する配分後の取引価格，すなわち当初取引価格アプローチを採用することと

なった18）。

18） IASB （2016）, IFRS No.15, BC25-27. 当初取引価格アプローチに対して「配分後取引価
格アプローチ」という訳語が用いられている。
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２．設例

斉藤静樹（2016）の設例19）を用いて確認する。2期後に完成する工事の請

負価格を150とし，1期で進捗度2/3，2期で完成し，工事代金150は終了後に

受け取るとしている。

　〈1〉現在出口価格アプローチ

契約上の権利の公正価値は150。契約上の義務である未履行工事を他社に

移転したときの公正価値は契約時点で120，1期末で40，２期末で0としてい

る。契約上の権利と履行義務との差である契約資産は，契約時点で30（=150

－120），1期末で110（=150－40），2期末で150（=150－0）となる。収益

は契約資産の増分であるから，収益は契約時点で30（=30－0），1期末で80

（=110－30），2期末で40（=150－110）となる。契約時の費用を0，1期の費

用を80，2期の費用を40とすると，各時点での利益は30，0，0，計30となる。

しかし，この公正価値測定による方法は，契約時点における未履行工事を

他社に移転したと仮定したとする価格を観察できるのかという問題と，契約

と同時に収益を認識することにもなり支持が得られなかった。

また，契約時点で30の利益を認識したため，1期末の利益0は収益80－費用

80，2期末の利益0も収益40－費用40となり，販売等の財サービスの引渡し時
19） 斎藤静樹（2016）103-104頁
 図表4-2　契約資産と収益の測定
 契約上の義務を公正価値で測定→契約と同時に収益が認識される

契約上の権利 契約上の義務 契約資産 収益（契約資産増）利益（引用者加筆）
契約時 150 120 30 30 30（=30－0）
第１期 150 40 110 80 0（=80－80）
第２期 150 0 150 40 0（=40－40）
契約上の義務は取引価格の配分により測定→現行基準と変わらない

契約上の権利 契約上の義務 契約資産 収益（契約資産増）利益（引用者加筆）
契約時 150 150 0 0 0（=0－0）
第1期 150 50 100 100 20（=100－80）
第２期 150 0 150 50 10（=50－40）

 　なお，原文では三段階で説明している。契約時点だけ契約上の履行義務を契約対価
の額で測定して，差額が出ないようにし，１期末には未履行分の公正価値を用いてい
る。工事契約と同時に履行義務の移転を計算して利益を算出することへの批判を避け
るための方法であると思われる。また，利息などは無視する。なお，第１期の費用80，
第２期の費用40は引用者である筆者が加筆したものである。
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点では利益を計上しない。契約時点での売却可能額で資産を認識して利益を

計上し，販売からは利益は生まれないということとほぼ同じものになる。

契約時点での利益計上については支持が得られなかったため，契約上の履

行義務に取引価格を配分して収益を捉えることになった。

　〈2〉当初取引価格アプローチ

契約上の履行義務は契約時点の取引価格150，１期末で進捗度2/3より100，

2期末で0。契約上の権利と契約上の履行義務との差である契約資産は，契

約時点で0（=150－150），1期末で100（=150－50），２期末で150（=150－

0）となる。収益は契約資産の増分であるから，収益は契約時点で0，1期末

で100（=100－0），2期末で50（=150－100）となる。上記例と同じく契約時

の費用を0，１期の費用を80，2期の費用を40とすると，各時点での利益は0，

20，10，計30となる。収益は契約資産の増分もしくは契約負債の減少という

考え方を採っているが，従来の工事進行基準と結果は同じである。従来の工

事進行基準でも，進捗度により収益を100と50に按分しているからである。

なお，現実には契約時における費用がゼロであることは考えにくいため，

契約獲得に掛かった費用を資産計上するのかしないのかが問題となる20）。こ

の契約コストについては後述する。

３．IFRS第15号の意義

IFRS第15号では前記したように，当初取引価格アプローチが採用された

わけであるが，その意義をどのように考えるかが議論されている。松本敏

史（2015）は「FASB/IASBが現在出口価格アプローチを断念し，実現稼得

過程アプローチの変形ともいえる当初取引価格アプローチを採用したのは当

然の帰結ともいえよう。ただし，実現稼得過程アプローチに代えて，当初取

引価格アプローチを導入した意味は小さくない。なぜなら当初取引価格アプ

ローチと現在出口価格アプローチはいずれも契約資産と契約負債の変動に基

20） IFRS第15号では資産計上し（IFRS第15号95項），日本基準では除いている（企業会計
基準第29号109項）
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づいて収益を認識する構造であり，両者の違いは未履行の権利と義務の測定

属性に集約されるからである。いいかえれば，未履行の権利と義務の測定属

性を出口価格に切り替えれば，当初取引価格アプローチは即座に現在出口価

格アプローチの収益認識モデルに変身する。」21）と指摘している。

斉藤静樹（2016）は「契約資産・契約負債の概念を工夫して，顧客との

契約から生ずる収益認識に公正価値会計を適用しようとしてきたIASBと

FASBの共同プロジェクトは，取引価格の配分という従来の方式に回帰する

方向へ軌道修正を余儀なくされました。2014年に確定した共同の基準書は，

契約対価を契約上の履行義務に配分し，義務を果たしたときにその分を収益

に振り替えるというアプローチに落ち着きました。（中略；引用者）どちら

にしても契約資産・負債は，もはや契約対価を収益に配分する操作の一環に

すぎません。」22）と指摘している。

上記のように，IFRS第15号は現在出口価格アプローチを破棄して当初取

引価格アプローチを採用したため，従来の実現基準と実質的に同じものと

なった。販売による財サービスの引渡しと同時に貨幣性資産の受け取った取

引を，敢えて契約締結時点と財サービスの引渡し及び貨幣性資産受取り時点

に分けて契約上の権利と履行義務の差である契約資産・契約負債を用いて考

える。前記事例と同じ数値を用い，120で仕入れた商品を150で販売したとす

る。商品販売契約締結時点では，契約上の権利は150であり，商品引渡し義

務は取引価格より150であるため，差額である契約資産は0，その増分も0で

あるから，収益は0であり計上しない。次に，財サービスを引渡して貨幣性

資産を受けとった時点では，契約上の権利は150，商品は引渡したので履行

義務は０となり，差額である契約資産は150，契約資産の増分は150であるか

ら収益150を計上し，仕入費用120より収益150－費用120で利益は30となる。

従来の実現基準である財サービスの引渡しと貨幣性資産受取り時点での収益

計上も，当初取引価格アプロ─チを採用することにより内包することがで

21） 松本敏史（2015）280頁
22） 斎藤静樹（2016）254-255頁
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き，工事進行基準も内包して，収益と費用を計上している。損益計算書の意

義を認めており，今までと変わらないともいえるのである。それに対して，

現在出口価格アプローチは前述したように，契約時で収益を認識するため同

時に利益を認識することとなり財サービスを引渡していないにも係わらず契

約時点で利益が計上される。例えば契約上の権利が150，履行義務を120とす

ると契約資産は30となり，同時にその増分である収益も30となり，費用は0

であるから利益は30となる。その後の販売時点での利益計上はなされない。

販売時点での契約上の権利150，履行義務は0より契約資産は150，その増分

は120（＝150－30）であるから収益は120となり，収益120－費用120より利

益は0である。同額の収益と費用を計上することには意味がある。しかしな

がら，財サービスの引渡しがない，すなわち履行義務が全額残っているにも

係わらず利益を計上するのかしないのかでは決定的に異なっており，現在出

口価格アプローチは即座に当初取引価格アプローチから変わることができる

とまで言い切れるかについては検討の余地があるであろう。

その一方で，企業活動における契約締結が持つ意味は決定的であるとも言

える。たとえ収益の測定値がゼロであっても，すなわち上記の設例における

〈2〉当初取引価格アローチにおける契約時点において契約上の権利と履行義

務の差額である契約資産0でありその増分，すなわち収益も0である（契約資

産0＝契約上の権利150－履行義務150）を認識すべきかどうかは議論のある

ところである。もちろん，数量が0であるものを認識しえないため，現行で

は注記によらざるを得ないが，たとえ収益の測定値はゼロであっても収益勘

定を計上することにより存在の認識は表示できるという考え方もあるであろ

うし，後述する契約コストの計上にも関連している。

上記検討してきたように，資産負債アプローチの中でも現在出口価格ア

プローチを破棄し，当初取引価格アプローチを採用したことにより，収益

費用アプローチである現行の実現基準と同じ結果になった。では当初取引

価格アプローチの導入意義はどこにあるのであろうか。第一に契約を履行義

務単位で分解するところに意義があると解釈することもできるであろう。第
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二に当初取引価格とは要するに売価であり，履行義務を原価ではなく売価で

評価したという点に求められるとも言えるであろう。販売であれば財サービ

スを引き渡すという履行義務は原価で考えがちであるが，それを売価で評価

するということを導入した点である。第三にそもそも収益費用アプローチで

は，販売という行為そのものは会計には表れないが，販売行為の結果，対価

としての債権という資産が発生し，その資産から収益を認識する。収益費用

アプローチは資産抜きでは成立しえない。それに対して，資産負債アプロー

チは対価としての債権という資産から収益を認識するものである。対価とし

ての債権から見ると，支配の移転が明確でないと資産負債アプローチは定義

できないことが明確になった。もともと財サービスの販売では支配及びリス

クと経済価値の移転時に収益を認識してきたのに対して，工事契約では支配

もリスクと経済価値も移転していないのに収益を認識してきたのであるから

こそ，対価の債権であろうと履行義務の仕掛品であろうと資産における支配

を獲得しつつ手放していく条件が重要なものになった。ディスカッション・

ペーパー（2008）の段階で履行義務の充足は資産の支配の移転時とし，説明

を加えなかったために工事進行基準がほとんど適用が出来なくなるという懸

念が広がったことからも明らかである。第四に当初取引価格を用いた資産負

債アプローチは殆ど実現基準と同じになったわけであるがその意義は，収益

費用アプローチによる実現基準を資産負債アプローチでも説明可能であるこ

とを示したことである。これにより資産負債アプローチの現実適用可能性を

示したとも言えるであろう。

Ⅳ　支配概念の拡張

上述したように当初取引価格を用いた資産負債アプローチは資産側から収

益を捉えていくのであるから，資産の支配の獲得及び履行義務に伴う支配の

消滅を確認する。
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１．支配と，所有に係るリスクと経済価値の比較

IFRSのディスカッション・ペーパー（2008）では，企業が顧客に資産を移

転したかどうかを決定する場合（すなわち，顧客が約束された財又はサービ

スを受領したかを決定する場合），資産に対する支配の移転と資産の所有に

係るリスクと経済価値の移転を，設例で説明している23）。返品条件付き販売

においては，引渡時点で顧客が販売した商品を支配しているが，財の所有に

係るリスクと経済価値は完全に移転しているわけではない。すなわち，引渡

時点で当該商品は顧客の資産であるが，販売企業は返品リスクや返品時に価

値が下落しているリスクを負っているからである。

別の設例は試用販売の例であり，試用期間を認めるが，試用期間中に販売

会社はいつでも返品を求めることができるという事例である。販売企業は試

用期間終了までは上記と同じ返品リスクや価値下落リスクを有している。そ

の一方，試用期間終了まで当該商品は販売企業の資産であり，試用期間終了

後に顧客の資産となる。従って，リスクや経済価値が顧客に移転したかは企

業が取引ごとに決めるのに対して，支配に焦点を当てることによって，資産

が移転を整合的に説明できるとしている。

２．IFRS第15号における工事進行基準

日本基準の基礎となったIFRS第15号では，「履行義務の識別」に関連した

「履行義務の充足による収益の認識」において，「企業は約束した財又はサー

ビス（すなわち，資産）を顧客に移転することによって企業が履行義務を充

足した時に（又は充足にするにつれて），収益を認識しなければならない。

資産が移転するのは，顧客が当該資産に対する支配を獲得した時（又は獲得

するにつれて）である。24）」とし，支配獲得時を一時点と期間に分けている。

その後に「資産に対する支配とは，当該資産の使用を指図し，当該資産から

残りの便益のほとんどすべてを獲得する能力を指す。支配には，他の企業が

23） IASB （2008）, par.4.10-4.19, ASBJ訳44-46頁
24） IASB （2016）, IFRS No.15, par.31
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資産の使用を指図して資産から便益を享受することを妨げる能力が含まれ

る。25）」と支配を定義している。

「一時点で充足される履行義務」については，資産に対する支払を受ける

権利を有していること，法的所有権，物理的占有，所有に伴う重要なリス

クと経済価値，検収の5項目を例示している26）。それに対して，「一定の期間

にわたり充足される履行義務」において「次の要件のいずれかに該当する場

合には，企業は財又はサービスに対する支配を一定の期間にわたり移転す

るので，一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識する。（a）顧客

が，企業の履行によって提供される便益を，企業が履行するにつれて同時に

受け取って消費する。（b）企業の履行が，資産（例えば，仕掛品）を創出

するか又は増加させ，顧客が当該資産の創出又は増価につれてそれを支配す

る。（c）企業の履行が，企業が他に転用できる資産を創出せず，かつ，企業

が現在までに完了した履行に対する支払を受ける強制可能な権利を有してい

る。27）」

要件（a）に関しては，工事契約における未完成のものである仕掛品は顧

客が消費できないので該当しない。（b）の要件に関しては，工事が進行に

するにつれて仕掛品が増大し，顧客が保有するものの上でなされる工事契約

においては，企業の履行によって生じる仕掛品を顧客が支配する場合もある

とされている。（c）前半の要件「企業の履行により，他に転用できる資産を

創出しない」に関しては，顧客仕様の資産では仕掛品を別の用途に転用して

便益を受けることは困難であろうから，高度にカスタマイズされた資産は他

に転用でき難ければ後半部分も満たした上で支配を有する。後半の要件「企

業が現在までに完了した履行に対する支払を受ける強制可能な権利を有して

いる」に関しては，契約期間にわたり企業が履行しなかったこと以外の理由

で契約解除される際に，履行完了した部分について補償を受ける権利であ

25） IASB （2016）, IFRS No.15, par.33
26） IASB （2016）, IFRS No.15, par.38
27） IASB （2016）, IFRS No.15, par.35
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り，合理的な利益マージンを上乗せした金額を想定している28）。特に（ｃ）

は，要件（b）において履行義務により創出又は増価された資産を顧客が支

配しているかが不明確な場合に開発されたものである。

３．IFRS第15号における支配概念

前述したようにIASBはリスク及び経済価値よりも支配に焦点をあてたほ

うが資産の移転を整合的に説明できるとしており，支配概念に関してIFRS

第15号「結論の根拠」で下記のように述べている。「支配の概念の開発」29）に

おいて，約束した財又はサービス（すなわち，資産）は，顧客が当該資産の

使用を指図して当該資産から残りの便益のほとんどを得る能力であり，「能

力」「使用の指図」「便益の獲得」からなるとしている。それに続いて「支配

の概念の適用」30）において，2010年公開草案および2011年公開草案に対する

コメント提出者の多くが，約束した財又はサービス（すなわち，資産）の移

転がいつ発生するかの評価を基礎として，支配を用いることに賛成したが，

2010年公開草案に対するコメント提出者の大半は，この定義が財の移転に係

る履行義務に適用した場合に最も有用であると説明した。しかし，彼らはこ

の要求事項は，サービスや建設型の契約については，顧客がサービスの支配

をいつ獲得するかの決定が困難であり適用はより困難であると指摘した。そ

れはサービス契約の多くが資産の創出と同時に消費されるため，顧客が資産

として認識しないからであり，工事契約の場合には識別可能な資産があった

としても，部分的に完成した資産について顧客が「使用を指図」して当該資

産からの残りの「便益」のほとんどを「獲得」できる「能力」があるかを判

断するのは困難であるからであるとしている31）。

28） IASB （2016）, IFRS No.15, BC132-147
29） IASB （2016）, IFRS No.15, BC120-121
30） IASB （2016）, IFRS No.15, BC122-123
31） 濱本道正（2013）が下記の様に指摘している。
 「支配の移転という収益認識モデルの内容には，法律的な色彩が強くにじみ出ている。

会計の歴史を振り返ってみると，多くのルール形成の根底には，法的形式よりも経済
的実質を重視する考え方があり，こうした理念に立ってさまざまな会計基準が作られ
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豊田俊一（2012）は支配概念に基づく収益認識において「ある取引におい

て，何が成果に結びつくのかは，その取引に関する契約自身が規定してお

り，それぞれの契約条件の違い，すなわち実際に行われた取引の実態を反映

した意味のある成果認識をしようとするところに，契約解釈の余地という意

味での曖昧さが生じるのだとすれば，たとえ判断の焦点を実現・稼得から支

配へと置き換えてみたところで，判断の曖昧さの程度は原理的には何ら変わ

らないはずである。もし，そのような移行によって，何らかの判断の明確化

が図られているのだとすれば，それは判断の焦点を実現・稼得から支配に移

行したことによるのではなく，それに伴って，実際の契約条件をより軽視し

た，外形に依拠した画一的かつ形式的な判断の仕方に変更しているからであ

ろう。そうだとすれば，判断の明確さは，契約条件の違いを適切に反映した

有用な情報提供を犠牲にすることと引換えに達成されていることになる。32）」

支配の移転を確認しにくい場合のためにパラグラフ35（c）の要件が開発

されたわけであるが，それによって契約条件の違いを踏まえて解決できるの

かは個々のケース毎に検討しなければならないであろう。同時に，工事進行

基準を説明できるようにするために支配を拡張したが，これによって却って

工事進行基準とそれ以外の差異が際立っているともいえる。

４．サービス提供としての工事契約

これに関して別の説明もある。IAS18号『収益』では，第１項で（a）物

品の提供，（b）役務の提供，（c）利息，ロイヤルティ，及び配当を生ずる
 てきた。リース会計はその典型例であろう。会計の伝統的な考え方や理念に逆行する

動向が果たして公正妥当なルールを生み出すのか，注意深い観察が必要とされよう。
さらに，企業の視点からではなく顧客の視点から支配の定義がなされていることも，
IFRS収益認識モデルの特徴である。」35-36頁

 「通常の売買契約の場合，企業の支配を放棄する時と顧客が支配を獲得する時は一致す
るので，両方の視点は同じ結果となる可能性が高い。しかし，長期工事のような請負
工事では，両時点が乖離するのがむしろ普通であるから，会計主体たる企業は顧客の
立場に立って収益計上のタイミングを判断・評価しなければならないという難しい問
題を突きつけられることになる。」36頁

32） 豊田俊一（2012）152頁。更に「収益認識の本質に関して，『企業の成果の認識』から，『顧
客の便益享受の認識』へのすり替えがみられる。」とも指摘している。162頁
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企業資産の第三者による利用と三区分した上で，第4項において「役務の提

供の契約についての契約には，例えばプロジェクトの管理者や設計者の役務

に関する契約のように，直接的に工事契約に関連するものがある33）」として，

工事契約から生ずる収益はIAS11号『工事契約』で扱うとしている。このこ

とは工事契約を役務の提供として始めから捉えているともいえる。

IFRS第15号の支配の移転に関して西川郁生（2018）は「進行基準の対象

となる建設工事であれば，履行内容を，財の完成に向けた（強制可能な権利

を生む）サービスのように捉えたのです。長期だからという例外としてでは

なく，サービス提供とのアナロジーによって，一定期間に亘る収益認識を説

明したといえるでしょう。34）」すなわち，工事進行基準においては，一般に

法的な確定した権利と異なり，企業が履行義務を充足につれて，資産が企業

から顧客に移転していると考えることをサービスの提供とのアナロジーに

よって説明したとしていると思われるが，これで説明できたといえるかはも

う少し検討しなければならないだろう。

最後に「ASBJ収益認識基準」を見ると，「開発にあたっての基本的方針」

にある152項「IFRS第15号の定めおよび結論の根拠を基礎としたもの以外の

もの １．収益の認識基準（2）履行義務の充足による収益の認識」において

下記のように記述されている。

「IFRS第15号では，収益の認識時期を，財又はサービスに対する顧客の支

配の獲得によって判断するとされている（第35号参照）。審議の過程では，

この支配の移転の考え方について，工事進行基準は活動を基礎として業績を

測定するものであり支配の移転の考え方と相容れず，基準内で整合性が図ら

れていないのではないのかとの懸念を示す意見が聞かれた。この点，IFRS

第15号の開発過程において，市場関係者から，工事進行基準の提供が認めら

れない場合には工事契約に関する有用な情報が提供されなくなるとの懸念が

寄せられたことを受けて，IASBは支配の移転の考え方を維持しつつ，一定

33） IASB （2004）, IAS No.18, par.4
34） 西川郁生（2018）43頁
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の期間にわたり充足される履行義務の枠組みの下で工事契約への具体的な適

用を整理したとされる。当委員会では，これらのIFRS第15号の開発の経緯

及び国際的な比較可能性を考慮して，工事契約についてもIFRS第15号にお

ける会計処理を取り入れることにした。」

「IFRS第15号以外の根拠」において，国際的な比較可能性の考慮というだ

けで工事進行基準を取り入れたとも受け取れるが，これは妥当であろうか。

上辺だけの国際的な比較可能性の問題点も散見される今日，今後詰めねばな

らない問題であるように思われる。

Ⅴ　原価回収基準

原価回収基準は，契約初期段階において進捗度が合理的に見積ることがで

きない場合に，工事原価が発生した期間に費用計上しつつ，工事原価のうち

回収可能性が高い部分についてのみ工事収益を計上するというものである。

原価回収基準を適用すると収益と費用が同額で計上されると利益はゼロにな

る。2007年に公表された企業会計基準第15号「工事契約に関する会計基準」

（以下「工事契約会計基準」という。）54項で原価回収基準について「成果の

確実性がないと判断されたにもかかわらず収益を認識する方法には合理性が

ないと考えられたため，本会計基準ではこれを採用しなかった。」とされて

いた。

しかしながら，「ASBJ収益認識基準」45項において「履行義務の充足に係

る進捗度を合理的に見積ることができないが，当該履行義務を充足する際に

発生する費用を回収することが見込まれる場合には，履行義務の充足に係る

進捗度を合理的に見積ることができる時まで，一定の期間にわたり充足され

る履行義務について原価回収基準により処理する」と規定している。すなわ

ち，進捗度が合理的に見積ることができない時点までは収益と費用を同額計

上し，合理的に見積れるようになった時点から，収益が費用を通常上回り利

益を計上するのであり，完成時に収益と費用を計上する工事完成基準とは異

なっているようにみえる。
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今回廃止された「工事契約会計基準」では工事収益総額，工事原価総額，

決算日における工事進捗度を信頼性をもって見積もることができる場合には

成果の確実性が認められるとして工事進行基準が適用でき，この要件を満た

さないものは工事完成基準を適用することとされていたことを考えると，大

きな転換である。「ASBJ収益認識基準」では，工事完成基準と工事進行基

準との二者択一から原価回収基準も含めた三者択一になったともいえるわけ

である。しかしながら，それが本当に大きな転換であるかどうかは原価回収

基準の位置づけ次第である。その解釈には様々なものある。EDの段階では

原価回収基準はなかったにもかかわらず，公表された「ASBJ収益認識基準」

では第15項が追加された。これをどう解釈すればよいのであろうか。35）

前記の事例のように，工事総収益150，工事総費用120，2期完成モデルで

考えると，1期末で80の費用を予定していたが90も費用がかったときに，第

１期費用90のうち，80は原価回収可能と考えて収益80と費用80を計上し，残

り費用10は損失10とすることもできる。第2期は予定通りであれば収益60，

費用40を計上し，利益は20となる。原価回収基準により各期の利益は0，20

となる。ここでは原価回収基準は，将来に損失を繰り延べないとする減損の

発想に近いと言えるであろう。

また，2期の費用10を先に使ってしまっただけであるという場合には，費

用90には原価回収可能性があると考え，1期末での費用90，収益90を計上し，

利益0となる。第2期は収益60，費用は10少ない30であるから，利益は30とな

る。原価回収基準により，各期の利益は0，30となる。これは利益の先延ば

しである。この場合には工事完成基準と同じ結果となる。原価回収可能性次

第で，原価回収基準はある意味で工事完成基準の代替と位置づけられ，保守

的な収益認識を要請しているともいえるであろうが，資産負債アプローチと

の関連性は検討を要するであろう。

35）  企業会計基準適用指針第30号99項では，会計基準第45項の定めにかかわらず，契約の
初期段階において，進捗度を合理的に見積ることができない場合，当該契約の初期段
階に収益を認識しないことができるとしている。
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Ⅵ　契約コスト

「ASBJ収益認識基準」109項にあるように，契約コストは今回の「ASBJ収

益認識基準」では認められなかったがIFRS第15号やTopic606には規定され

ており，IFRSの任意適用企業の拡大促進もなされているので触れておく。

「企業は，顧客との契約獲得の増分コストを回収すると見込んでいる場合

には，当該コストを資産として認識しなければならない。契約獲得の増分コ

ストとは，顧客との契約を獲得するために企業に発生したコストで，当該契

約を獲得しなければ発生しなかったであろうものである（例えば，販売手数

料）。36）」

設例36契約獲得の増分コスト37）では営業担当者に対する契約達成報酬及び

それに関する税金は，契約を獲得した場合にのみ支払義務が生じるため契約

を獲得するための増分コストであり，回収可能であることを条件に資産とし

て認識しなければならないとしている。それに対して，契約獲得に努力する

ことに関するコストは，契約されない場合であっても発生するものであるか

ら発生時に費用とする。また，楽天株式会社が2019年3月に提出した有価証

券報告書38）には契約コストが資産計上されている。これは費用の繰延べとい

うよりも，現時点で未発生・未実現の収益を見込んだ資産計上といえるであ

36） IASB （2016）, IFRS No.15, 91-92
37） IASB （2016）, IFRS No.15, IE189-191
38） 楽天株式会社，第22期有価証券報告書（自2018年1月1日至2018年12月31日），125頁，

2018年3月28日。「当社グループは，顧客との契約獲得のための増分コスト及び契約に
直接関連する履行コストのうち，回収可能であると見込まれる部分について資産とし
て認識しており，連結財政状態計算書上は「その他の資産」に計上しています。契約
獲得のための増分コストとは，顧客との契約を獲得するために発生したコストで，当
該契約を獲得しなければ発生しなかったであろうものです。

 　当社グループにおいて資産計上されている契約獲得のための増分コストは，主に顧
客を獲得するために発生した入会関連費用です。また契約履行のためのコストは，主
に楽天カードの作成費用です。資産計上された当該入会関連費用は楽天カードへの新
規入会者に付与した楽天スーパーポイントに関するコストであり，契約を獲得しなけ
れば発生しなかった増分コストです。なお，当該費用を資産計上する際には，カード
の有効稼働会員割合等を加味したうえで，回収が見込まれる金額のみを資産として認
識しています。また，当該資産については，会員のカード利用による決済サービスの
提供という履行義務が充足されるカード会員の見積契約期間に応じた10年間の均等償
却を行っています。
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ろう。

「ASBJ収益認識基準」109項において「本会計基準では，棚卸資産や固定

資産等，コストの資産化等の定めがIFRSの体系とは異なるため，IFRS第15

号における契約コスト（契約獲得の増分コスト及び契約を履行するためのコ

スト）の定めを範囲に含めていない。」しかしながら，体系が異なるから範

囲に含めないとしているが，これは資産の定義の根幹に係わる問題である。

Ⅶ　おわりに

「ASBJ収益認識基準」の特徴から，資産及び負債の変動に基づく収益認

識，支配概念の拡張の二点を抜き出して，それを踏まえて原価回収基準，契

約コストを検討してきた。

FASB（1976）の概念フレームワークにおいて，資産負債アプローチでは，

資産は企業の経済的資源の財務的表現と捉えられ，負債は将来，他の実体に

資源を引き渡す義務の財務的表現と捉えた。資産・負債の属性およびそれら

の変動を測定することが会計における基本的測定プロセスであると考えられ

てきた。他方，収益費用アプローチでは，収益は利益の稼得活動からの成果

の財務的表現と捉え，費用は収益を得るために費やされた努力の財務的表現

と捉え，一期間における努力である費用と成果である収益の対応が会計にお

ける基本的な測定プロセスであると考えられてきた39）。資産負債アプローチ

は公正価値会計と，収益費用アプローチは歴史的原価会計と結びつけて議論

 　また，契約コストから認識した資産については，計上時及び四半期ごとに回収可能
性の検討を行っています。検討に当たっては，当該資産の帳簿価額が，カード会員と
の契約が継続すると見込まれる期間に渡り関連するクレジットカード関連サービスと
交換に企業が受け取ると見込んでいる対価の残りの金額から，当該サービスの提供に
直接関連し，まだ費用として認識されていないコストを差し引いた金額を超過してい
るかどうか判断を行っています。これらの見積り及び仮定は，前提とした状況が変化
すれば，契約コストから認識した資産に関する減損損失を損益に認識することにより，
契約コストから認識した資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性があるため，当社グ
ループでは，当該見積りは重要なものであると判断しています。

 　前連結会計年度及び当連結会計年度において，契約コストから認識した資産から生
じた償却費は，それぞれ9,299百万円及び11,910百万円です。」

39） FASB （1976）, par.34-42
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することが多かったが，IFRS第15号及び「ASBJ収益認識基準」は当初取引

価格アプローチを採用して資産及び負債の変動から収益を認識している点に

特徴がある。今後の課題は，FASB・IASB共同プロジェクトが述べていた

ように資産及び負債に焦点を合わせることの意義は稼得過程アプローチ（従

来の実現基準）を否定するものではなく規律をもたらすことにあるとしてい

る。したがって，IFRS第15号や「ASBJ収益認識基準」においては実質的に

稼得過程アプローチ（従来の実現基準）と変わらない部分が多いのであるか

らこそ，そこに規律がもたらされているかどうかを検討しなければならない

であろう。

今日制度として用いられている企業会計は，取得原価主義会計のなかに時

価評価を組み込んだ形を採用している。取得原価主義会計の特徴のひとつと

して，井尻雄士が指摘した貸方による借方拘束性が挙げられる40）。資本金，

借入金，売上高等の収益による現金調達金額が資産金額を規定している点で

ある。「ASBJ収益認識基準」もこれを維持している。その意味では現行の枠

組みを逸脱するものとは言えないであろう。また，負債は資産のミラーなの

かも含め，持分全体からの検討が必要であろう。

最後に，投資のリスクからの解放について取り上げる。「ASBJ収益認識基

準」の導入に伴い廃止された「工事契約会計基準」のパラグラフ40において，

「討議資料では，収益及び費用は，投下資金が投資のリスクから解放された

時点で把握されるとされている。投資のリスクとは，投資の成果の不確実性

を意味し，投資にあたって期待された成果が事実となれば，それはリスクか

ら解放されたことになるとされている。このように，収益や費用は，投資に

あたって期待された事実が生じ，投資がリスクから解放された時点で把握さ

れる。工事契約による事業活動は，工事の遂行を通じて成果に結び付けるこ

とが期待される投資であり，そのような事業活動を通じて，投資のリスクか

ら解放されることになる。そして，当委員会において検討すべき点は，工事

契約に係わる事業活動に投下した資金は，どのような条件があれば，投資の

40） 井尻雄士（1968）第５章
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リスクから解放されることになるのかという問題であると整理された。」

概念フレームワークにおいて投資のリスクとは投資の成果の不確実性であ

り，成果が事実となればリスクから解放されるが，収益認識において成果で

ある契約上の権利が確定したことと投資のリスクからの解放との関係が問わ

れるであろう41）。すなわち，投資のリスクからの解放という概念は記述しな

くても全てに及ぶ包括的な概念であるかどうかは確認する必要があるであろ

う。
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